
新潟市公告第２６４号 掲示期間 5.28－6.6 

 

入  札  公  告 

 

 下記のとおり一般競争入札を行いますので，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６及び新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号）第８条の規定に基づ

き公告します。 

 

 令和７年５月２８日 

 

新潟市長 中 原 八 一 

 

１ 入札に付する事項 

（１）件 名 新潟市消防局庁舎及び訓練棟管理業務 

（２）品質・規格・数量など 仕様書のとおり 

（３）契約の条項を示す場所 消防局総務課 

（４）入札日時・場所 令和７年６月２５日 午後２時００分 

新潟市消防局 ４階４０１会議室 

 

（５）履行期限（履行期間）・履行場

所 

令和７年７月１日から令和１０年６月３１日まで 

新潟市消防局（中央区鐘木２５７番地１） 

（６）入札方式 この契約は長期継続契約となります。初年度分（月

額×９ヶ月分）の金額での入札とします。 

（７）入札保証金 新潟市契約規則第１０条第２号により免除 

（８）入札を無効とする場合 新潟市契約規則第１７条第１項の規定に該当する

ときは無効とし，入札者が談合その他不正な行為を

したと認められる場合はその入札の全部を無効と

します。 

（９）入札を中止とする場合 新潟市契約規則第１９条第１項の規定に該当する場

合は，入札を中止することがあります。 

（10）談合情報等により公正な入札

が行われないおそれがあると

きの措置 

談合情報等により，公正な入札が行われないおそれ

があると認められるときは，入札期日を延期し，ま

たは取りやめることがあります。 

（11）契約保証金 新潟市契約規則第３３条及び第３４条の規定によ

ります。 

（12）予定価格 事後公表します。 



（13）最低制限価格 設けます。 

予定価格の制限の範囲内の価格で，最低制限価格以

上の価格をもって入札した者のうち，最低の価格を

もって入札した者を落札者とします。 

（14）契約締結について議会の議決

を要するための仮契約 

無 

（15）その他特記事項 業務履行が困難と判断できる低価格での入札の場

合は，費用，履行体制などについて調査する場合が

あります。調査の結果，履行困難と判断した場合は，

失格とする場合があります。 

 

２ 入札参加資格の要件 

（１） 新潟市内に本店（本社）があり、かつ、本市の入札参加資格者名簿（業務委託）

に登載されている者 

（２） 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者 

（３） 新潟市競争入札参加有資格業者指名停止等措置要領の規定に基づく指名停止措

置を受けていない者 

（４） 新潟市競争入札参加有資格業者指名停止等措置要領の別表第２の９の措置要件

に該当しない者 

 

３ 入札の参加手続 

一般競争入札に参加を希望する場合，次により申請してください。なお，入札参加申請

者名は入札終了まで公表しません。 

（１） 提出書類 一般競争入札参加申請書（別記様式第２号） ２部 

（２） 提出先  新潟市消防局総務課 

         〒９５０－１１４１ 

  新潟市中央区鐘木２５７番地１ 

  新潟市消防局 ３階 総務課施設係 

  電話   ０２５－２８８－３２２１ 

  ファクス ０２５－２８８－３２１５ 

（３） 提出方法 持参又は郵送 

（４） 申請期限 令和７年６月１３日 

（５） 受付期間 入札公告の日から申請期限の日の午前９時～午後５時（土・日・祝日

を除く） 

 

 



４ 質疑書の提出について  

質疑事項がある場合は，次により質疑書を提出してください。 

（１） 様式   別紙に準じて作成してください。 

（２） 提出期限 令和７年６月６日 

（３） 提出先  ３（２）に同じ 

（４） 提出方法 ファクシミリのみとします。 

（５） 回答日  令和７年６月１２日まで 

（６） 回答方法 個別にファクシミリにて回答するほか，新潟市ホームページへ掲載し

ます。 

（７） その他  電話での受付は一切行いません。 

  質疑書には，返信用ファクシミリ番号を記入してください。 

 

５ 入札時の注意事項 

（１） 入札参加申請後に入札を辞退する場合は，書面で届け出てください。 

（２） 入札時間に遅れた場合は，入札に参加できません。 

（３） 入札場所に入室できるのは，入札参加申請者毎に原則１名とします。 

（４） 代理人が入札する場合は，委任状を提出してください。 

（５） 初年度分（月額×９ヶ月分）の金額での入札とします。落札者の決定に当たって

は，入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数の金額を切り捨てた金額）

をもって落札者の入札価格とします。入札参加申請者は，消費税にかかる課税業者で

あるか免税業者であるかを問わず，見積もった契約希望金額の１１０分の１００に

相当する金額を入札書に記載してください。なお，入札金額の訂正は無効とします。 

（６） 予定価格の制限に達した価格の入札がないときは，直ちに再度入札を一回行いま

す。ただし，初度入札で無効とされた者，失格となった者及び最低制限価格を設けた

ときであって最低制限価格未満の入札を行った者は，再度入札に参加できません。 

（７） 予定価格の制限の範囲内で最低の価格を提示した者が２者以上ある場合は，くじ

引きで落札者を決定します。 

 

６ 落札者の決定 

落札者が決定したときは，直ちにその旨を落札者に通知するとともに速やかに公表し

ます。 

ただし，落札者と決定した者が契約締結までの間に指名停止を受けた場合は，落札決定

を取り消し，仮契約を締結していた場合は，本契約を締結しないものとします。 

 

 



７ その他 

（１）最低制限価格は，あらかじめ定めた最低制限基本価格と開札時に求めるランダム係数

により決定するため，入札参加者はランダム係数決定のためのくじ引きに参加するもの

とします。 

（２）この契約は長期継続契約となります。翌年度以降，予算の減額により契約の変更又

は解除を行う可能性があります。 

（３）この契約は賃金スライド制度の対象となります。 



別紙 

 

質    疑    書 

 

年 月 日 

 

住 所 

商号又は名称 

代表者氏名   
（押印不要） 

（担当者                 ） 

（ファクス（メールアドレス）       ） 

 

１ 番 号 新潟市公告第  号 

２ 件 名 ○○業務 

 

質  疑  事  項 

 



別記様式第２号 

 

一般競争入札参加申請書 

 

年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

申請者 

郵便番号    

所在地     

商号又は名称  

代表者氏名   
（押印不要） 

担当者     

（電話                  ） 

（ファクス（メールアドレス）        ） 

 

 

下記入札の参加資格要件を満たしており，入札に参加したいので，新潟市物品等一般

競争入札実施要綱第５条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

公告年月日 令和  年  月  日 

番   号 新潟市公告第  号 

件   名 ○○業務 

  

 

 



 

新潟市消防局庁舎及び訓練棟管理業務仕様書 

 

 この仕様書は、庁舎管理に関する業務委託の仕様を定めるものであり、この業務遂行

上当然必要な業務は、本書に明記されていない事項であっても、委託者 新潟市（以下

「甲」という。）の指示に従って、受託者（以下「乙」という。）の負担において行う

ものとする。 

 

１ 業務名称 

  新潟市消防局庁舎及び訓練棟管理業務 

 

２ 業務目的 

  消防局庁舎、訓練棟及びこれらに付随する設備の適正な維持管理 

 

３ 業務場所  

住所  新潟市中央区鐘木２５７番地１ 

  面積  ８，３２１㎡ 

  職員数 １２０人程度（平日１日あたり） 

  閉庁日 土日及び祝日 

 

４ 業務委託期間  

  令和７年７月１日から令和１０年６月３０日まで 

 

５ 業務内容  

  別紙１のとおり（図面については、新潟市消防局で配布する） 

 

６ スライド条項の適用 

  別紙２のとおり 

 

７ その他 

（１）業務の遂行 

   乙は、消防局庁舎、訓練棟及びこれらに付随する設備の保守管理に務め、契約書、

仕様書に基づき、効率的、能率的、経済的、かつ完全に業務を遂行しなければなら

ない。 

   また、公共施設における業務であるため、品行をもって業務にあたらなければな

らない。 

（２）人員の配置及び異動 

  ア 乙は、庁舎、訓練棟及びこれらに付随する設備の管理に関して代表責任者を置 

くものとする。 

  イ 乙は、業務が完全に遂行できる人員を配置し、業務を遂行するものとする。 



 
  ウ 配置人員の退職及び配置転換等により、異動させようとするときは、甲に１ヶ

月前までに通知し、欠員が生じないように後任を充当させなければならない。 

 

（３）責任者の責務 

  ア 乙の代理人であって、責任者として風紀、衛生、規律維持等、従業員の指導、

監督を行うものとする。ただし、業務遂行に支障がない認められる場合は、現場

に常駐することを要しない。 

  イ 契約書、仕様書等により、業務の目的、内容を十分理解するとともに、施設、

設備の機能を十分に理解し、効率的、経済的に維持管理を行う。 

  ウ 常に状況を把握し、緊急時には直ちに連絡、応急措置等が行えるように備える

こと。 

（４）書類の提出 

  ア 従業員名簿（履歴書等を添付） 

  イ 職務分担表 

  ウ 年間、月間作業計画 

  エ その他、甲の求める書類 

（５）報告書の提出 

  ア 乙は業務終了後、任意の書式により、業務確認上必要な書類を提出しなければ

ならない。 

  イ その他、甲が提出を求めた書類については、速やかに提出しなければならない。 

（６）控室等の貸与 

   甲は、乙に従事者控室、用具倉庫を貸与する。 

（７）従業員の災害 

   乙は、業務の実施にあたり、発生した従業員の災害について、全責任を負うもの

とする。 

（８）疑義の解釈 

   乙は、この仕様書の内容に疑義のあるときは、甲に十分に協議を行い、円滑な業 

務の遂行を期さなければならない。 

（９）その他 

  ア 契約終了後、甲はこの契約に関しての業務評価を行う。 

  イ 甲が行う賃金の抜き取り調査に協力すること。 

  ウ 賃金の抜き取り調査の結果に基づき、甲から是正指導等を受けた場合は、誠意

をもって対応すること。 

  エ 予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価格をもって入札した

者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

   

 

 



 

 

 

 作 業 名 称 回数 業  務  内  容 

1 清掃業務 

(1) 日常清掃 

（別表 清掃業務基準表   

及び建設工事図 A-02～

A-10） 

別表 

清掃業

務基準

表のと

おり 

ア 床面掃き清掃 

  ほうき等による掃き作業で床の埃やｺﾞﾐ等を取り

除く 

イ 床面水拭き（汚れに応じて） 

  ﾓｯﾌﾟ等による拭き作業で床面の汚れを取り除く 

ウ 足拭きﾏｯﾄ掃除機掛け 

  掃除機等による除塵作業で足拭きﾏｯﾄの埃やｺﾞﾐ等

を取り除く 

エ 玄関ｶﾞﾗｽ清掃（手の届く範囲） 

  雑巾等による拭き作業で玄関ｶﾞﾗｽの汚れを取り除

く 

オ 調度品備品類除塵 

  雑巾等による拭き作業で調度品備品の汚れを取り

除く 

カ ｺﾞﾐ収集 

  屑入れ等のｺﾞﾐを分別収集し、所定の集積所へ整理

する 

キ 手すり清掃 

  雑巾等による拭き作業で手すりの汚れを取り除く 

ク 窓台除塵 

  雑巾等による拭き作業で窓台の汚れを取り除く 

ケ 鏡磨き 

  雑巾等による拭き作業で鏡の汚れを取り除く 

コ ｼﾝｸ・調理台清掃 

  洗剤等による洗浄作業でｼﾝｸの汚れを取り除き、ﾀ

ｵﾙ等による拭き作業で調理台の汚れを取り除く 

サ 湯沸し場清掃・茶殻等処理 

  雑巾等による拭き作業で湯沸場の汚れを取り除

き、茶殻等を処分する 

シ 衛生陶器・手洗い等清掃 

  衛生陶器類を薬品洗浄し、汚着色防除を行う 

ス 衛生消耗品補充 

  ｼｬﾎﾞﾈｯﾄ、ﾍﾟｰﾊﾟｰ等（乙負担）の補充を行う 

セ ｼｬﾜｰ室・脱衣室清掃 

  ﾓｯﾌﾟ等による拭き作業で床面の汚れを取り除く 

（別紙１） 



 
(2) 定期清掃 

（別表 清掃業務基準表

及び建設工事図A-02～

A-10） 

年 4 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床面洗浄、床面洗浄ﾜｯｸｽがけ 

ア 準備、作業箇所の整理、物品等の移動 

イ ほうき等による掃き作業を行う 

ウ 希釈洗浄液もしくは、光沢復元剤の塗布 

（ﾀﾝｸ付きﾎﾟﾘｼｬｰを使用する場合は、ﾀﾝｸ内に希 

釈洗浄液を入れる） 

エ 自動床洗浄機又はﾎﾟﾘｼｬｰによる洗浄作業 

（ﾀﾝｸ付きﾎﾟﾘｼｬｰを使用する場合は、希釈洗浄

液を滴下しながら洗浄を行う） 

オ 隅々などは手作業等による洗浄を行う 

カ 汚水の除去 

キ 水ﾓｯﾌﾟによる拭き作業 

ク 床維持剤の塗布もしくは、ﾊﾞﾌ機にてﾊﾞﾌｨﾝｸﾞ 

作業を行い、艶出しを行う 

ケ 移動した物の現状復帰を行う 

年 2 回 

12 月～3

月除く 

 

ｶﾞﾗｽ清掃（内外面） 

ア ｶﾞﾗｽ面に水及び適正洗剤を塗布し、汚れを分解し

て窓用ｽｸｲｼﾞｰで汚水を除去する 

イ ｶﾞﾗｽ面の隅の汚水を雑巾で拭き取る 

ウ ｶﾞﾗｽ周りのｻｯｼを雑巾で清拭する 

年 1 回 網戸清掃 

ア 網戸の網面内外部の汚れを除去する 

イ 網戸周りのｻｯｼを雑巾で清拭する 

  

 

18 ヶ月

に 1 回 

照明器具清掃（庁舎 2,109灯 訓練棟 156灯） 

ア 管球、反射板、ｶﾊﾞｰ等を静電気除塵具等で除塵する 

イ 汚れに応じて、水拭きして仕上げる 

ウ 汚れが落ちない場合、適正洗剤を使用し

汚れを除去後水拭きして仕上げる 

年 1 回 空調及び換気、吹出、吸込口清掃 

（空調機 庁舎棟 243台 訓練棟 3台） 

（換気口 庁舎棟 745個 訓練棟 20個） 

ア 吹出口、吸込口及びその周辺を除塵する 

イ 汚れに応じて、適正洗剤を使用し汚れを

除去後水拭きして仕上げる 

2 環境衛生業務 



 
(1) 環境衛生管理技術者選任 常時 

 

 

ア 維持管理業務に関する計画の立案 

イ 維持管理業務の全般的な監督 

ウ 環境衛生上の維持管理に関する測定または検査の

実施と評価 

エ 各種改善事項に関する是正処置 

オ 建築物環境衛生管理に関する図面、帳簿書類の作

成及び保存 

(2) 衛生害虫防除 

 

全館調査 

年 2 回 

 

生息 

しやすい

場所 

年 4 回 

ア ねずみ及び衛生害虫等の発生場所、生息場所及び

侵入経路並びに被害の状況について確認する 

イ 衛生害虫の生息状況、作業の成果について、速や

かに報告書を提出する 

ウ ねずみ及び衛生害虫等の発生が確認された場合、

別途協議のうえ駆除作業を行う 

(3) 空気環境測定  11箇所 隔月 

 

ア 浮遊粉塵の量、一酸化炭素の含有率、温度、相対

温度、気流等の測定 

イ 測定位置は、床下 75㎝以上 150 ㎝以下で行う 

ウ 浮遊粉塵、一酸化炭素、二酸化炭素の測定値は、2

回測定の平均値とする 

エ 作業の成果について、速やかに報告書を提出する 

(4) 加湿装置及び排水受け 

点検、清掃    64 台 

(空調設備図D-01～D-05） 

年 6 回 

冷房 

7、8月 

暖房 

12、1、2、

3 月 

排水受け及び加湿装置について、使用開始時及び使用 

期間中の 1ヶ月以内ごとに 1 回点検し、必要に応じ 

清掃等を行う 

(5) 貯水槽清掃 

・FRP 制複合板 

2000W×2500L×2000H 

有効容量 6.6 ㎥ 

 

・高置水槽（加湿器用） 

800W×800L×800H 

有効容量 0.2 ㎥ 

年 1 回 

10 月 

又は 

11 月 

ア 高圧洗浄機、ﾌﾞﾗｼ等を用いて槽内の清掃を行い、

防水、異物侵入の防止措置を点検する 

イ 洗浄に使用した水は完全に排水する 

ウ 清掃後、50～100ppm の濃度を次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ溶

液又はこれと同等の消毒能力を有する塩素剤を用い

て貯水槽内を消毒する 

エ 使用器具は、貯水槽清掃専用のものを消毒を行っ

た後に使用する 

オ 外観及び槽内に亀裂等発生していないか確認する 

カ 作業の成果について、速やかに報告書を提出する 

キ 清掃後水質検査（16項目）を行う 



 
(6) 特定建築物定期水質検査 

（16 項目） 

年 1 回 

 

ア 一般細菌、大腸菌、鉛及びその化合物、亜硝酸態

窒素、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、亜鉛及びその

化合物、鉄及びその化合物、銅及びその化合物、塩

化物ｲｵﾝ、蒸発残留物、有機物（TOC）、pH 値、味、

臭気、色度、濁度の水質検査 

イ 貯水槽清掃後に 1 回実施 

ウ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

特定建築物定期水質検査 

（12 項目） 

年 1 回 ア 一般細菌、大腸菌、亜硝酸態窒素、硝酸態窒素及

び亜硝酸態窒素、塩化物ｲｵﾝ、有機物（TOC）、pH 値、

味、臭気、色度、濁度の水質検査 

イ 上記水質検査に適合後、半年に 1 回実施 

ウ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

特定建築物消毒副生成物

検査（12項目） 

 

年 1 回 ア ｼｱﾝ化合物ｲｵﾝ及び塩化ｼｱﾝ、塩素酸、ｸﾛﾛ酢酸、ｸﾛ

ﾛﾎﾙﾑ、ｼﾞｸﾛﾛ酢酸、ｼﾞﾌﾞﾛｸﾛﾛﾒﾀﾝ、臭素酸、総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀ

ﾝ、ﾄﾘｸﾛﾛ酢酸、ﾌﾟﾛﾓｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ、ﾌﾟﾛﾓﾎﾙﾑ、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ

の水質検査 

イ 6 月～9 月の間に 1回実施 

ウ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

(7) 遊離残留塩素点検 週 1 回 7 日以内ごとに 1 回、定期に行う 

(8) 貯水槽点検 毎月 

 

 

ア 貯水槽内面の損傷、劣化等の状況を点検 

イ 貯水槽の水漏れ並びに外壁の損傷、さび及び腐食

の有無並びにﾏﾝﾎｰﾙの密閉状態の点検 

ウ 水抜管、ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管の排水口空間、ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管及

び通気管に取り付けられた防虫網の点検 

エ ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ、ﾌﾛｰﾄｽｲｯﾁ又は電極式制御装置、満減水

警報装置、ﾌﾛｰﾄ弁及び塩素滅菌器の機能点検 

オ 給水ﾎﾟﾝﾌﾟの揚水量及び作動状況の点検 

※ 不具合が発見された場合は、不具合内容に応じた

措置を講じること 

(9) 雑用水水質検査 

・躯体ﾋﾟｯﾄ    49 ㎥ 

隔月 

 

ア 大腸菌、濁度の水質検査 

イ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

週１回 

 

ア pH 値、臭気、外観、残留塩素の水質検査 

イ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

(10) 雑用水槽清掃 

・躯体ﾋﾟｯﾄ    49 ㎥ 

年１回 「2 環境衛生(5)貯水槽清掃」ｱ～ｶによる 

(11) 雑用水槽点検 年１回 

（雑用

水槽清

掃と同

時に行

ア 雑用水槽の内面の損傷、劣化等の状況を点検 

イ 雑用水槽の水漏れ並びに外壁の損傷、さび及び腐

食の有無並びにﾏﾝﾎｰﾙの密閉状態の点検 

ウ 水抜管及びｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管の排水口空間並びにｵｰﾊﾞｰﾌ

ﾛｰ管及び通気管に取り付けられた防虫網の点検 



 
う） エ ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ、ﾌﾛｰﾄｽｲｯﾁ又は電極式制御装置、満減水

警報装置、ﾌｰﾄ弁及び塩素減菌器の機能等の点検 

オ 給水ﾎﾟﾝﾌﾟの揚水量及び作動状況の点検 

※ 不具合が発見された場合は、不具合内容に応じた

措置を講じること 

(12) 雨水濾過装置他点検 

・躯体ﾋﾟｯﾄ   195 ㎥ 

（衛生設備図 C-29） 

年 2 回 「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度 

版建築保全業務共通仕様書」 4.10.1 雨水利用設備 

による 

(13) 雨水貯留槽清掃 

・躯体ﾋﾟｯﾄ   143 ㎥ 

（建設工事図 A-12） 

年 1 回 ア 槽内を高圧洗浄機等を用いて洗浄し、汚水及び残

留物質(土砂)を排除する 

イ ｻｸｼｮﾝﾊﾟｲﾌﾟについて、付着した汚れを除去する 

ウ 流入管、通気管及び阻集器について、内部の異物

を除去し消毒等を行う 

エ 清掃によって生じた土砂等の廃棄物は、関係法令

の規定に基づき、適切に処理する 

(14) 湧水槽清掃 

（建設工事図 A-12） 

年 2 回 ア 槽内を高圧洗浄機等を用いて洗浄し、汚水及び残

留物質(汚泥)を排除する 

イ 排水ﾎﾟﾝﾌﾟ等について、付着した物質を除去及び排

水量、作動状況を点検 

ウ 排水管、通気管及び阻集器について、内部の異物

を除去し、必要に応じ、消毒等を行う 

エ 清掃によって生じた汚泥等の廃棄物は、関係法令

の規定に基づき、適切に処理する 

(15) 緊急排水槽清掃 

・躯体ﾋﾟｯﾄ   49 ㎥ 

        18 ㎥ 

（建設工事図 A-12） 

年 2 回 

3 電気設備 

（1） 静止型電源設備点検 

（電気設備図 E-05） 

年 2 回 

 

「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度版

建築保全業務共通仕様書」3.5.3 蓄電池による 

(2) 太陽光発電設備点検 

（電気設備図 E-08） 

年 1 回 「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度版

建築保全業務共通仕様書」3.7.1 太陽光発電設備によ

る 

（3） ﾍﾘﾎﾟｰﾄ離着陸照明及び航

空障害灯ｼｽﾃﾑ保守 

（建設工事図 A-40） 

(電気設備図E-72～E-74) 

年 1 回 

 

「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度版

建築保全業務共通仕様書」3.11.1 航空障害灯による 

※航空障害灯ﾗﾝﾌﾟ交換を含む 

(4) 雷保護設備点検 

（雷保護設備図 

庁舎棟 E-75～E-76  

訓練棟 E-22） 

年 1 回 「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度版

建築保全業務共通仕様書」3.12.1 雷保護による 

 

4 空調設備 



 
(1) ﾌｨﾙﾀｰ清掃 

庁舎棟 

GHP 室内機       241 台 

全熱交換器        69台 

乾式除湿機     2台 

外気吹出口     2ヶ所 

ﾌｨﾙﾀｰﾕﾆｯﾄ      6台 

訓練棟 

EHP 室内機         3 台 

年 3 回 

冷房前 

１回 

暖房前 

１回 

暖房中 

１回 

ア ﾌｨﾙﾀｰのﾎｺﾘを掃除機で吸塵する 

イ 汚れに応じて水洗いし、十分に乾燥した後空調機

に取り付ける 

 

(2) 自動制御装置保守 

(空調設備図D-31～D-42) 

1 年 1回 

3 年で 

全系統

を完了 

「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度 

版建築保全業務共通仕様書」 5.3.1(B) 自動制御装 

置(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ式)による 

 

5 植栽維持管理業務 

(1) 高木・低木維持管理 

（建設植栽工事図） 

・高木 28 本 

・低木 38 ㎡ 

・地被類 11 ㎡ 

年 1 回 

 

剪定 

ア 剪定は、樹種の特性に応じた時期に最も適切な

剪定方法（切詰め、中すかし、枯枝の除去）によ

り行わなければならない 

イ 地被類はｻﾏｰ&ｻﾏｰ（4㎡）のみ含む 

年 2 回 

6～9月

の間 

病害虫予防 

ア 薬剤の使用に際しては、農薬取締法等並びにﾒｰ

ｶｰ等で定める使用安全基準及び使用方法を遵守

し、安全に充分留意するものとする 

イ 薬剤防除の実施に先立ち、対象樹木の種類、病

気、害虫、使用薬剤の使用方法、及び実施日、天

候の状況を考慮すること 

ウ 薬剤の使用日は風が少なく、天候の不順でない

日とし、風上から散布するものとする 

また、周囲対象物以外のものにかからぬよう注

意しなければならない 

エ 薬剤の散布は微噴霧器等を使い、十分圧力をか

け、葉から30㎝～40㎝離して行うものとする 

オ 薬剤の散布量は、所定の濃度に正確に希釈した

ものを葉面に細かい水滴がつく程度とし、余分に

薬液のついた場合は振り落すものとする 

年 1 回 

4 月 

施肥 

ア 樹種に適した肥料を最も効果が期待できるよ 

うに、樹木の特性に応じた方法で施肥を行う 

イ 溝穴を掘る場合は、根系をいためないよう留意 

する 



 
年 3 回 

6～9月 

高木及び低木部除草 

ア 既存植物を傷めないよう除草ﾌｫｰｸなどを用い 

て、根ごと取り除くものとする 

イ 抜き取った雑草は、受託者の責任で処理すると

ともに、除草後はきれいに清掃するものとする 

(2) 

 

芝生管理 

(植生ﾌﾞﾛｯｸ含む) 

1,572 ㎡ 

年 2 回 

6、9月 

刈り込み 

ア 刈込みは、樹木、株物、施設等を損傷しないよ

う注意し、刈むら、刈残しのないよう均一に刈込

まなければならない 

イ 刈込高は20㎜～30㎜とする 

ウ 刈取った芝は、指定箇所に集積し、まとめて処

理するとともに、刈跡はきれいに清掃しなければ

ならない 

エ 縁切は、低木（寄植え）、施設、園路等にほふ

く茎が侵入しないよう地下茎にも注意して行う

こと 

年 1 回 

適時 

施肥 

所定の施肥量を、芝生面にむらのないように均一 

に施すものとする 

年 3 回 

7～9月 

除草 

ア 芝生を傷めないよう除草ﾌｫｰｸなどを用いて、根

より丁寧に抜き取るものとする 

イ 抜き取った雑草は、受託者の責任で処理すると

ともに、除草後はきれいに清掃するものとする 

(3) 共通事項 年 3 回 

9、11、 

3 月 

駐車場等清掃(落ち葉等) 

冬期間の落葉樹の葉を定期的にかき集め受託者

の責任で処理すること 

各作業後 芝、剪定枝、落ち葉処分 

刈り取った草、芝、剪定枝および落ち葉等は、受 

託者の責任で処理するとともに、刈り取り後はきれ

いに清掃するものとする 

6 その他 

(1) 消防用設備等点検 

・消火設備 

 消火器 10型   78 本 

機械泡消火器 3ℓ 1 本 

・警報設備 

・避難設備 

・防火、防排煙設備 

庁舎棟 

機器点検 

年 2 回 

 

総合点検 

年 1 回 

 

ア 「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年

度版建築保全業務共通仕様書」の次に示す項目によ

る 

 6.2.2 消防用設備等点検及び保守 

 6.3.3 防火戸・防火ｼｬｯﾀｰ 

 6.3.4 防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 

 6.3.5 排煙設備 

イ 自家発電設備の点検結果報告書等の作成につい



 
(電気設備図E-30～E-34、

E-64～E-71) 

(衛生設備図C-17～C-27) 

訓練棟 

（電気設備図 E-03、 

E-09～E-12、E-16～E-21） 

（衛生設備図 SC-06 

～SC10） 

ては、「4電気設備(1)自家発電設備点検」の結果を

適用する 

(2) 建築基準法第 12 条点検 

・換気設備 

 無窓居室 13系統 44 室 

 火気使用室 7系統 7 室 

 防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ   131箇所 

・非常用照明設備 

 白熱灯     280灯 

 蛍光灯      30灯 

・給排水設備       1 式 

・防火設備 

 防火扉     18枚 

 防火ｼｬｯﾀｰ    30枚 

(建設工事図A-02～A-09、 

A-23～A-27） 

(空調設備図D-17～D-21) 

(電気設備図E-30～E-34) 

3 年に 

1 回 

（令和 9 

年度） 

建築物定期点検及び点検結果表の作成 

ア 必要な資格を有する者が、建築基準法又は官公 

法に規定する調査方法、検査方法、点検方法等によ 

り実施する 

イ 点検結果表は、新潟市が定める様式とする 

年 1 回 ア 次に示す建築設備定期点検及び点検結果表の作成 

換気設備     1 式 

非常用照明設備  1 式 

給排水設備     1 式 

（ア）必要な資格を有する者が、建築基準法又は官公 

法に規定する調査方法、検査方法、点検方法等に 

より実施する 

（イ）点検結果表は、新潟市が定める様式とする 

イ 次に示す防火設備定期点検及び点検結果表の作成 

防火設備     1 式 

（ア）必要な資格を有する者が、建築基準法又は官公 

法に規定する調査方法、検査方法、点検方法等に 

より実施する 

（イ）点検結果表は、新潟市が定める様式とする 

(3) 自動ﾄﾞｱ保守点検 

・5 基 ﾅﾌﾞｺ製 

年 2 回 

 

ア 異常の有無の確認 

イ 機器の清掃、注油及び調整 

ウ 機器の自然消耗部品の交換及び調整 

エ 機器の障害の修理及び整備 

オ 総合動作の確認 

※機器 駆動装置、制御装置、扉懸架部、電気、 

検出装置 

(4) ＥＬＶ点検 

・乗用 15 人 4階停止 

東芝製 

・乗用 26 人 5階停止 

東芝製 

・ﾌﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ契約 

毎月 

 

遠隔監視ﾒﾝﾃﾅﾝｽ、地震時自動運転復旧を行う 

ア 制御盤、受電盤の機能点検 

イ 電動機、巻上機、階床選択機の点検及び調整 

ウ 電磁ﾌﾞﾚｰｷ、調速機、油圧機器の点検及び調整 

エ かご内、上の機能点検及び調整 

オ 昇降路、ﾋﾟｯﾄ内の機能点検及び調整 

カ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 



 
(5) ｸﾞﾘｽﾄﾗｯﾌﾟ清掃 

・SUS 製側溝流入型 

1000W×500D×550H 

実容量 180ℓ 

年 4 回 

6、9、12、 

3月 

ア 作業範囲における養生を行う 

イ 網ｶｺﾞ内のｺﾞﾐ、油脂の除去を行う 

ウ 本体、網ｶｺﾞ、仕切り板を手作業にて洗浄する 

エ ﾊﾞｷｭｰﾑ等により、汚水を回収する 

オ ｸﾞﾘｽﾄﾗｯﾌﾟの周囲の清掃を行う 

カ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

※作業に伴い発生した汚泥は産業廃棄物として処理 

する 

(6) 油水分離槽点検、清掃 

4 連式 

600W×1200D×1500H  

1 基 2.88 ㎥ 

3 連式 

600W×600D×1200H 

1 基 0.92 ㎥ 

年 2 回 ア 油水分離槽の油溜り状況、土砂の堆積状況を確認

し必要に応じて除去する 

イ 油水分離槽から排水槽にかけての油漏えい等点検 

年 1 回 槽内の油水及び土砂等の堆積物を全量抜き取り、清掃 

を行う 

※作業に伴い発生した油水等は産業廃棄物として処理

する 

(7) 融雪設備点検 

（空調設備図 D-43） 

ﾈﾎﾟﾝ製 

年 1 回 

ｼｰｽﾞﾝ前 

ア 外部点検 

イ ﾊﾞｰﾅ燃焼状態点検、整備 

ウ 膨張ﾀﾝｸ点検、整備 

エ 自動制御機器の点検整備 

オ 配管、ﾍｯﾀﾞｰの外観点検、漏れ等の確認 

カ 配管ｴｱｰ抜き 

キ 総合運転調整(温度測定等) 

※ただし、燃焼室他掃除、不凍液交換等は別途とする 

(8) 訓練用ﾌ゚ ﾙー濾過装置点検 

(訓練棟衛生設備図

SC-11) 

年 1 回 「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度 

版建築保全業務共通仕様書」 4.5.10 循環ろ過装置に 

よる 

※ただし、配管洗浄、水質検査は別途とし、全熱交換

器は対象外とする 

(9) 訓練用ﾌﾟｰﾙ水質検査 毎月 ア 水素ｲｵﾝ濃度、濁度、過ﾏﾝｶﾞﾝ酸ｶﾘｳﾑ消費量、大腸

菌及び一般細菌の水質検査 

イ 毎月 1回実施 

ウ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

年 1 回 ア 総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝの水質検査 

イ 6 月～9 月の間に 1回実施 

ウ 作業成果について、速やかに報告書を提出する 

(10) 訓練用ﾌﾟｰﾙ室空気測定 年 6 回 ア 屋内の空気中炭酸ｶﾞｽ、塩素ｶﾞｽ濃度を測定 

イ 1 日 3 回、2 か月に 1 回定期に実施する 

(11) 免震装置点検 

(建設工事図B-23～B-25) 

年１回 「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 令和 5 年度 

版建築保全業務共通仕様書」 2.4.2 免震部材等によ

る 



 
※ただし、周期 1Y以外は対象外とする 

(12) ﾌﾟｰﾙ清掃 年 1 回 訓練棟潜水槽の清掃(H7000×φ5000) 

 


